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表 3 － 6 を概観して分かることは、JICA のプロジェクトは、これまでの分析によって得ら

れた様々な復興支援ニーズの多くに対応している。32 の異なった復興支援ニーズのうち直接

的に 18 ニーズ、間接的には10 ニーズに対応している（表3 － 6 参照）。直接的な対応とは、各

プログラムの目標が復興支援ニーズに対応する復興支援策に対応している場合であり、間接

的対応とは、プログラムの目標と復興支援策は対応していないが、プログラムを実施するこ

とによって、復興支援策の内容に貢献していると思われる場合である。間接的対応は、B1）難

民帰還の遅延、に対応する「農村開発計画」、A7）近隣国との対立関係、に対応して、三角協

力で ASEAN 専門家を登用したり、第三国研修を実施したりしていること、A9）農村部の地

理的な孤立、に対応する「国土交通網整備計画」「電力供給施設整備計画」「情報通信・放送整

備計画」「農業技術向上・普及計画」「農村開発計画」、A1）野党が政治的リソースヘアクセス

することが困難であること、A10）エリート政治への国民の参加が困難であること、に対応す

る「行政改革支援計画」、A4）貧富の格差、B15）経済統合の欠如に対応する「農業技術向上・

普及計画」「農村開発計画」、A6）中産階級の未発達、に対応する「産業振興」、B14）対外債務

の悪化、に対応する「財政改革支援計画」「公共投資管理計画」の例である。

分野ごとにみると、ガヴァナンス、再融和、治安維持、社会的弱者支援の分野においては、

対応が及んでいない復興支援ニーズもいくつかみられるが、経済復興や社会基盤整備分野に

おけるニーズにはすべて対応している。

個別の復興支援ニーズについてみると、JICA のプロジェクトが対応していない復興支援

ニーズは、B2）過去の戦争犯罪・人権違反に対して責任を問われないこと、B5）小型武器の

蔓延、B6）クメール・ルージュ裁判、A3）人権擁護意識の未発達、B9）土地所有システムの

確立の遅延、B17）旧クメール・ルージュ派が開発から取り残されること、の 6 つである。こ

のうち、B2）過去の戦争犯罪・人権違反に対して責任を問われないこと、B6）クメール・ルー

ジュ裁判、の 2 つは、問題の本質からいって開発援助によって対応することが容易ではなく、

性質上極めて政治的なものにならざるを得ないと考えられる。

A3）人権擁護意識の未発達は、欧米ドナーが、人権 NGO を通じて本分野への協力を積極

的に行っていること、B9）土地所有システムの確立の遅延は、土地法の起草についてはアジ

ア開発銀行（ADB）が担当していることから、他ドナーとの重複を避けるという考慮が働い

ていると考えられる。B17）旧クメール・ルージュ派が経済開発から取り残されることについ

ては、カンボディア国内のなかでも旧クメール・ルージュ派が主に居住するカンボディア北

西部の治安状況の問題から、プロジェクト関係者の安全をかんがみて、プロジェクトを実施

してこなかったものと思われる。
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3 － 6 － 3　結　論

JICA がこれまで行ってきた様々な開発プロジェクトは、おおむねカンボディアの紛争要因

を踏まえた復興支援ニーズに対応しているが、特に経済復興や社会基盤整備の分野において

は極めてよく対応している一方、ガヴァナンスを中心に対応が必ずしも十分されていないと

ころも幾つか各分野間で量的なばらつきがある。経済復興や社会基盤整備分野には、それぞ

れ 8 ニーズに対し 12 プログラム、4 ニーズに対し 12 プログラムが対応しているのと比較する

と、ガヴァナンスは 9 ニーズに対し 8 プログラム、治安維持は 6 ニーズに対し 4 プログラム、

再融和は 3 ニーズに対し 2 プログラム、社会的弱者支援は 4 ニーズに対し 2 プログラムの対応

となっている。ただし、ここではそれぞれのプログラムに対する投入量は考慮に入れていな

いので、詳細な分析を行うには、これを精査する必要がある。


